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【交渉での主なやりとり】

｢夏季休暇取得期間の延長｣｢長距離通勤加算の要件緩和｣が実現へ
【部長】確定交渉で検討事項としていた事項について、来年度か

ら実施できるよう最終調整を進めていく。（内容は右欄参照）

【組合】それぞれの課題について、要求に沿った具体化の回答を

頂いた。夏季休暇の取得期間の延長については、組合として長

年の課題が実現できた。新幹線等利用の要件緩和もワーク・ラ

イフ・バランスの観点から大いに評価したい。

職場要求への予算措置の回答、ＰＣＲ検査の特殊勤務手当が改善へ
【部長】県民福祉の向上に資する行政サービスを今後も安定的に

提供していくためには、持続可能な財政基盤の確立が不可欠で

あり、財源不足の縮減による財政の健全化に着実に取り組みた

い。また、新型コロナウイルス感染症の検体検査に係る特殊勤

務手当については、国に準じて改善を図りたい。（改善内容は

右記参照、職場環境の改善等に関する回答も右記のとおり）

【組合】新型コロナの影響で財政も厳しい状況と考えるが、過去

の行革の負の歴史は繰り返さないよう改めて求める。職場環境

の改善については、職員のストレスチェックの分析においても

大きな影響を与える要素となっており、この観点からもしっか

りと措置願いたい。

更なる「職員定数の増」は不可欠と要求
【組合】新型コロナは深刻な拡大局面に入っており、この対策に

必要な人員体制は新年度を含めてしっかりと確保してもらいた

い。また、他の職場においても国土強靱化予算の拡大など、相

当な業務増が予想されるなかにあって、さらに大幅な職員定数

増を求めたい。

【部長】職員定数については、行政経営方針2019に基づき、必要

な人員体制となるよう管理しており、平成29年以降の直近４年

間で、知事部局において計138人の増員を行ってきた。今後と

も業務を質・量の両面から十分勘案し、必要な人員体制を整え

たい。
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1/8 予算 ･人員 ･人事総務部長交渉
自治労県職は来年度予算や人員人事の

課題で、１月８日に総務部長交渉を実施

しました。江島総務部長は予算要求関係

事項、確定交渉の回答の具体化、ＰＣＲ

検査の特殊勤務手当の改善について、冒

頭回答しました。これに対して組合は、夏季休暇の取得期間拡大

等については評価するとともに、財政課題、新型コロナ対策を含

む職員定数の増、昇任格差の是正、希望に基づく人事異動、パワ

ーハラスメント対策、人事評価制度の見直し、現業職・会計年度

任用職員の改善などでやりとりしました。

確定交渉回答の具体化 夏季休暇取得期間６月～１０月に延長へ

来年度予算要求やＰＣＲ検査の手当改善へ回答
高速道路等利用の要件緩和:育児や結婚等の事情にも拡大

昇任格差の是正・希望に基づく人事異動を
【組合】昇任はモチベーションや賃金水準からも重要であり、

格差はあってはならない。ポスト確保も含めてしっかりと対

応願いたい。人事異動は、家庭との両立や病気など個別の事

情や希望を最大限配慮してもらいたい。

【部長】昇任や人事異動に関して、職員のモチベーションや家

庭との両立などの指摘については理解するものであるが、ポ

スト確保には制約があり、人事異動には相手があることもご

理解願いたい。

現業職の新規採用、会計年度任用職員の改善を
【組合】確定交渉において、現業職の新規採用、特に農業技術

振興センターの技労職の採用を訴えた。現場は待った無しの

状況であり改めて強く要求する。会計年度任用職員の処遇改

善については、賃金や休暇、位置付け等で要求しているが、

具体の回答はなかった。継続して検討してもらいたい。

コロナ対策含む職員定数増、昇任人事等を強く要求

予算措置の回答があった事項
■職場環境の改善、試験研究機関の機器（予算措置された主なもの）
〇庁舎
・県庁：中央監視盤更新工事
・大津合同庁舎：屋上防水改修工事設計、冷温水発生器部品取替
・湖北合同庁舎：外壁改修その他工事設計
〇情報政策課
・インターネット閲覧用サーバ（地方機関用）
〇衛生科学センター
・高速液体クロマトグラフ（２台）、イオンクロマトグラフ装置、
リアルタイムＰＣＲシステム、純水製造装置、検査用備品等、単
独空調、液体クロマトグラフ質量分析装置（リース）

〇農業技術振興センター
・生物工学および加工指導センター：外壁修繕
・農業技術振興センター：庁舎等修繕
・農業大学校：庁舎等修繕
〇水産試験場
・ディープフリーザー、ノートパソコン、顕微鏡用高速カメラ、
軽トラック、エアコン

確定交渉結果の具体化などの回答
夏季休暇の取得期間の延長（最終調整案）

・取得期間：７月～９月→６月～１０月
・実施時期：２０２１年度から

新幹線（高速道路）利用の異動要件の緩和

・対象要件に次の事情によるものを加える

①子育て（育児）により転居するもの

②配偶者の転勤により転居するもの

③婚姻により転居するもの

・実施時期→２０２１年４月から

ＰＣＲ検査の特殊勤務手当の改善

・手当額 ：1日３４０円→1日１０００円
・実施時期：２０２０年２月１日に遡及して適用
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総務部長の冒頭回答の要旨（一部）
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【行財政運営と予算編成】
行政経営方針2019では、財政状況が厳しい中にあっても先行

きに対して「未来への灯」をともすとともに、職員が前向きに

取り組む起点となるものを目指したところ。予算編成において

も、県税や地方交付税等を合わせた一般財源総額の大きな伸び

が期待できない中、社会保障関係費の増加や公共施設等の老朽

化対策などの財政需要の増大にも的確に対応していく必要があ

る。行政経営方針2019に基づいた収支改善の取組を、歳入・歳

出両面から着実に進めることで、財源不足の縮減を図るととも

に財政の持続可能性を高め、未来への展望が開ける行財政運営

にしっかり取り組む。

【人員増による適切な人員配置】
時間外勤務の縮減、労働法令の遵守、メンタルヘルス、ハラ

スメントの防止、人材育成や技術継承は、職員の健康管理およ

び公務能率の向上において、大変重要と認識。知事部局の職員

定数については、平成29年度以降、３年連続で増員しており、

今後とも、業務量を質、量の両面から十分勘案し、必要な人員

体制を整えたい。特に時間外勤務の多い所属については、事務

事業の縮減や事務処理方法の改善等もお願いしながら、重点的

な人事配置に努めている。その効果を検証しながら次年度の人

員配置を検討したい。

【職場環境の改善等】
・老朽化した施設への対応

建築物の老朽化対策については、大きくは２つの視点で取組

を進める。（１）施設の長寿命化対策としては、建築後35年以

内かつ500㎡以上の建物を「長寿命化対象施設」と位置づけ、3

0年間の長期保全計画を策定し、計画的に予防保全工事を進め

る。 （２）老朽化が進行した施設（長寿命化対象外施設）

への対応については、現状や課題を踏まえた事業の重要度や緊

急度のほか、事業期間や事業内容、計画の熟度などを見極めた

上で、改修や更新について検討していく。

これら事業の着実な実施に向けて、平成27年3月に「県有建

築物長寿命化等推進基金」を創設したほか、平成28年度当初予

算からは、新たに「長寿命化等推進特別枠」を設けたところ。

引き続き必要な予算をしっかり確保しながら、具体の対策に取

り組み、施設の安全性の確保や効用の発揮に努めたい。

・個別の施設や備品の対応（上記のとおり別途回答）

【公用車の更新、冬用タイヤ更新】
・総務課が所管する集中管理車２７台については、本年度は年数、

走行距離、修理状況などを総合的に勘案し６台を更新した。来

年度も引き続き更新を進める必要があると考えている。装備面

では、本年度の車両購入より自動ブレーキ、バックモニターお

よびコーナーセンサーが新たに標準装備に加えられている。

・冬用タイヤについては、専用車両を保有する各所属では、それ

ぞれの判断で予算要求などの対応が取られるものと考える。集

中車両については、定期点検などを踏まえ、必要に応じて更新

を行っている。

【非常勤職員の処遇改善】
・嘱託員の報酬額の改定については、人事委員会の勧告を念頭に

基本的に給与改定率に準じて改定していることから、給与改定

率の０．１１％の増額改定を行うこととする。改定の時期につ

いては、これまでと同様、令和２年１月分の報酬から改定する

こととする。

【時間外縮減・時間外勤務命令の上限規制】
時間外勤務の縮減は、職員の健康管理と公務能率の向上の

観点から大変重要な問題であると受け止めている。

人員体制については、業務量や時間外勤務の多い所属

については、重点的な人員配置にも努めているところであり、

各部局において年度途中における応援体制の構築など、繁閑

調整の工夫をして頂きたいと考えている。

時間外勤務命令の上限規制における、「原則部署

・他律的部署」の指定にあたっては、各所属の業務に「他律

的業務」が含まれているか、また、含まれている場合はその

比重について所属の状況に加え、所属の意見も聞いたうえで、

人事課としても一定の調整をし、部署指定したもの。来年度

の部署指定においても、こうしたことを踏まえて適切に検討


